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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第61期
第１四半期
連結累計期間

第62期
第１四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

売上高 (百万円) 6,348 7,475 28,174

経常利益 (百万円) 1,184 1,632 5,407

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 877 1,223 3,803

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,170 2,230 6,426

純資産額 (百万円) 55,445 60,553 59,060

総資産額 (百万円) 59,771 65,909 64,530

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 50.81 70.81 220.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 92.8 91.9 91.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の

内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

なお、中国でのゼロコロナ政策による活動制限の影響を受け、当社グループ生産拠点である上海工場において一時

操業停止を余儀なくされました。事態の長期化による影響懸念が生じており、引き続き注視してまいります。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当第１四半期連結会計期間の期首から適

用しております。このため、前年同期比較及び前年度期末比較は基準の異なる算出方法に基づいた数値を用いており

ます。収益認識に関する会計基準等の適用の詳細については「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事

項(会計方針の変更)」をご参照ください。

 
（１）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は65,909百万円(前連結会計年度末比1,378百万円増)となりました。

流動資産合計は37,024百万円(同531百万円増)となりました。主な変動要因は現金及び預金(同175百万円減)、受取手

形及び売掛金(同319百万円増)および棚卸資産(同304百万円増)であります。

固定資産合計は28,884百万円(同847百万円増)となっております。このうち、有形固定資産合計は22,305百万円(同

132百万円増)となっております。主な変動要因は建設仮勘定(同224百万円増)および建物及び構築物（純額）(同63百万

円減)であります。投資その他の資産合計は6,510百万円(同715百万円増)となっております。主な変動要因は、投資有

価証券(同555百万円増)およびその他(同162百万円増)であります。

負債合計は5,356百万円(同113百万円減)となりました。流動負債合計は4,468百万円(同95百万円減)となりました。

主な変動要因は未払法人税等(同468百万円減)および賞与引当金(同369百万円増)であります。固定負債合計は887百万

円(同18百万円減)となりました。主な変動項目はその他(同18百万円減)によるものであります。

純資産合計は60,553百万円(同1,492百万円増)となりました。株主資本合計が56,382百万円(同485百万円増)、その他

の包括利益累計額合計が4,170百万円(同1,006百万円増)となっております。主な変動項目は、為替換算調整勘定(同

1,003百万円増)であります。

 
（２）経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間は、世界的に未だ終息しない新型コロナウイルス感染症や中国経済の減速懸念に加え、

ロシアのウクライナ侵攻など先行き不透明感が広がりました。当社グループに関連深い電子機器業界では、半導体関

連の旺盛な需要と自動車製造関連の堅調な動きが見られ当社グループも高付加価値製品の能力増強と拠点間の連携強

化を進めてまいりました。主要取引通貨の円安の影響もあり、当期間の売上高は7,475百万円(前年同期比17.7％増)と

大幅な増収になっております。この期間の利益は、営業利益は1,566百万円(同43.6％増)、経常利益は1,632百万円(同

37.8％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,223百万円(同39.3％増)といずれも大幅な増益になりました。

次にセグメント別の状況ですが、日本地区では、半導体関連向けの旺盛な需要や自動車向け工具の堅調な需要によ

り、高い利益率を確保することができました。この地区での売上高(セグメント間取引消去額を含む。以下同じ。)は

5,109百万円(前年同期比13.6％増)、セグメント利益(営業利益)は1,145百万円(同29.7％増)となっております。

日本を除くアジア地区でも日本と同じ動きが見られ、昨年から続く中国国内での製造強化の動きにより、当社グ

ループが得意とする高付加価値工具への需要が拡大しております。この地区での売上高は3,690百万円(同20.0％増)と

なり、セグメント利益は388百万円(同40.9％増)となっております。

その他、北米地区の売上高は384百万円(同27.0％増)、セグメント利益は28百万円(同227.8％増)となり、欧州地区

の売上高は603百万円(同41.9％増)、セグメント利益は38百万円(同4.3％増)となっております。
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（３）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更および新たに生じた課題はありません。

 
（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

 
（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は424百万円であります。なお、同期間における研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 43,200,000
計 43,200,000

 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,780,000 19,780,000

東京証券取引所
市場第一部（第１四半期会計期

間末現在）
プライム市場（提出日現在）

単元株式数は100株
であります。

計 19,780,000 19,780,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2022年１月１日
　　～2022年３月31日

― 19,780,000 ― 2,998 ― 3,020
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載
することができないことから、直前の基準日(2021年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,504,400

 

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,243,100
 

172,431 同　上

単元未満株式 普通株式 32,500
 

― 同　上

発行済株式総数 19,780,000 ― ―
総株主の議決権 ― 172,431 ―

 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれております。
２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式77株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

(自己保有株式)
ユニオンツール株式会社

東京都品川区南大井
六丁目17番１号

2,504,400 － 2,504,400 12.66

計 ― 2,504,400 － 2,504,400 12.66
 

 
２ 【役員の状況】
 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年１月１日から2022年

３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年１月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、井上監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 17,291 17,116

  受取手形及び売掛金 ※  9,482 9,801

  有価証券 290 307

  商品及び製品 5,102 5,201

  仕掛品 1,263 1,323

  原材料及び貯蔵品 2,846 2,991

  その他 228 295

  貸倒引当金 △13 △12

  流動資産合計 36,493 37,024

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,310 6,247

   機械装置及び運搬具（純額） 8,893 8,835

   工具、器具及び備品（純額） 306 313

   土地 5,888 5,918

   建設仮勘定 497 722

   その他（純額） 276 268

   有形固定資産合計 22,173 22,305

  無形固定資産 69 68

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,149 5,704

   その他 685 847

   貸倒引当金 △39 △42

   投資その他の資産合計 5,794 6,510

  固定資産合計 28,037 28,884

 資産合計 64,530 65,909
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,115 1,097

  未払金 190 218

  未払費用 917 875

  未払法人税等 1,189 720

  賞与引当金 796 1,165

  その他 354 389

  流動負債合計 4,564 4,468

 固定負債   

  長期未払金 219 219

  退職給付に係る負債 500 500

  その他 186 167

  固定負債合計 906 887

 負債合計 5,470 5,356

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,998 2,998

  資本剰余金 3,020 3,020

  利益剰余金 56,612 57,098

  自己株式 △6,734 △6,734

  株主資本合計 55,896 56,382

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,075 1,080

  為替換算調整勘定 2,093 3,097

  退職給付に係る調整累計額 △5 △6

  その他の包括利益累計額合計 3,163 4,170

 純資産合計 59,060 60,553

負債純資産合計 64,530 65,909
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 6,348 7,475

売上原価 4,127 4,647

売上総利益 2,221 2,827

販売費及び一般管理費 1,130 1,261

営業利益 1,090 1,566

営業外収益   

 受取利息 5 7

 受取配当金 0 0

 為替差益 78 51

 固定資産賃貸料 8 11

 補助金収入 16 19

 助成金収入 26 22

 その他 11 11

 営業外収益合計 148 124

営業外費用   

 支払利息 3 3

 売上割引 1 －

 減価償却費 6 10

 支払手数料 29 29

 租税公課 3 3

 その他 11 11

 営業外費用合計 54 58

経常利益 1,184 1,632

税金等調整前四半期純利益 1,184 1,632

法人税、住民税及び事業税 435 546

法人税等調整額 △128 △137

法人税等合計 306 408

四半期純利益 877 1,223

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 877 1,223
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 877 1,223

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 406 5

 為替換算調整勘定 888 1,003

 退職給付に係る調整額 △2 △1

 その他の包括利益合計 1,292 1,006

四半期包括利益 2,170 2,230

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,170 2,230

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
 

 

EDINET提出書類

ユニオンツール株式会社(E01505)

四半期報告書

10/17



【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準の適用による主な変更点は、次のとおりであります。

①変動対価等について

製品の販売におけるリベート又は価格変更等による取引については、これまで金額確定時に売上高から控除する

処理を行っておりましたが、取引時に取引対価の変動部分の金額を見積もり、売上高から控除する処理に変更して

おります。また、従来は販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料の一部および営業外費用に計上していた

売上割引については、売上高より控除しております。

②複合取引について

製品の販売における契約の履行義務を識別し、当社が履行義務を有していると判断した取引については、その履

行義務を見積り、売上高から控除する処理に変更しております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内販売にお

いて、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収

益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従っ

てほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は56百万円減少し、営業利益は9百万円減少し、経常利益および

税金等調整前四半期純利益は5百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は46百万円減少しており

ます。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響

はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形満期日に決済が行なわれたものとして処理しており

ます。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

受取手形 65百万円 －百万円

支払手形 41 － 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

減価償却費 634百万円 650百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月30日
定時株主総会

普通株式 691 40 2020年12月31日 2021年３月31日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 691 40 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注1）

四半期連結
損益計算書
計上額(注2)日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        
  外部顧客への売上高 2,651 2,970 302 424 6,348 － 6,348
  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,844 106 0 － 1,951 △1,951 －

計 4,496 3,076 303 424 8,300 △1,951 6,348

セグメント利益 883 275 8 36 1,204 △113 1,090
 

(注) １　セグメント利益の調整額 △113百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。
２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注1）

四半期連結
損益計算書
計上額(注2)日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        
  外部顧客への売上高 2,943 3,544 384 602 7,475 － 7,475
  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2,165 145 － 0 2,311 △2,311 －

計 5,109 3,690 384 603 9,787 △2,311 7,475

セグメント利益 1,145 388 28 38 1,600 △34 1,566
 

(注) １　セグメント利益の調整額 △34百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。
２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項
会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首より収益認識会計基準等を適用しておりま
す。
これによる各報告セグメントへの影響は軽微であります。

 
(収益認識関係)
顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 
当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
日本 アジア 北米 欧州

　　切削工具 2,423 3,388 377 594 6,784

　　その他 520 155 7 7 691

顧客との契約から生じる収益 2,943 3,544 384 602 7,475

外部顧客への売上高 2,943 3,544 384 602 7,475
 

 
(１株当たり情報)
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 50.81円 70.81円

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(百万円)

877 1,223

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

877 1,223

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,275 17,275
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 
(重要な後発事象)
該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
2022年５月13日

ユニオンツール株式会社

取 締 役 会 御中

 

井上監査法人

東京都千代田区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 萱　嶋　秀　雄  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 林　　　映　男  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐久間　正　通  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニオンツール株式会社

の2022年1月1日から2022年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）

及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニオンツール株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点におい

て認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続

を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

EDINET提出書類

ユニオンツール株式会社(E01505)

四半期報告書

16/17



 

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

ると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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